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設計業務委託特記仕様書 

業 務 名 南房総市立千倉子ども園結露防止対策工事設計業務委託 

業 務 場 所 南房総市千倉町南朝夷１４００番地（千倉子ども園） 

履 行 期 間 
令和７年３月１４日迄 

但し、３．委託範囲 ⑤概算工事費の検討、算出に係る成

果品については令和６年１０月１８日迄に提出すること。 

委 託 概 要 
本業務委託は、千倉子ども園で生じる結露に対しての対策工

事を実施するための設計業務委託である。令和６年国土交通

省告示第８号に示す実施設計業務を委託するものである。 

１．敷地概要 
指定区域等 

建築基準法第６条及び第２２条指定区域外 
都市計画区域外 

２．設計条件 

（１）対象建築物 
園舎  
 構造規模 鉄筋コンクリート造３階建て 

面積４，０４３．９２㎡ 
（２）要求事項 

主な改修内容 
 主に園舎棟 1・2階に生じる結露に対しての対策工事 

（３）概算工事費 
約１５，０００千円（税込） 

３．委託範囲 

設計に関する業務 
■実施設計に関する標準業務 

  ①要求等の確認 
  ②法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 
  ③実施設計方針の策定 
  ④実施設計図書の作成 
  ⑤概算工事費の検討 
  ⑥実施設計内容の建築主への説明等 
  ⑦工事中の仮設計画の検討・立案（園児等の安全・教育

環境に配慮するものとし、工事動線・園児等動線等を

踏まえた施工計画の検討・立案を含む）   
 ■実施設計に関する追加業務 
  ①積算業務 
  ※積算にあたっては、建築・電気設備・機械設備等、監

督員の指示により、各工事毎に分離すること。 
   



４．適用基準等 

適用する基準は次の通り。 
○国土交通省が定める官庁営繕の技術的基準。 

また、業務を実施するにあたり次の法令等を遵守するもの

とする。 
建築基準法、学校教育法、その他関係法令。 

○単価の優先順位は次の通り。 
１．千葉県営繕工事単価 
２．物価資料 
３．カタログ等 
４．見積（３社） 

５．提出図書等 

１）設計図製本（２つ折製本）   ２部（A1､A3二つ折り） 
２）設計図白焼き        ２部（A4折り） 
３）工事内訳書（金入り）       １部（製本） 
４）工事内訳書（金抜き）       １部（バラ） 
５）数量積算書                 １部（ファイル綴じ） 
６）打ち合わせ記録           １式 
７）各種電子データ       １式（ＣＤ－ＲＯＭ） 

６．業務の処理 

１）受託者は業務の詳細及び当該工事の範囲について、市担

当者との連絡を密にとり、かつ充分に打ち合わせし、業務

の目的を達成すること。 

２）受託者は市が行う工事発注業務への協力を求められた場

合は、指示の範囲で協力すること。 

３）受託者は、最新の国土交通省官庁営繕関係技術基準類等

に基づき業務を実施するものとし、他の基準等を適用する

場合は、予め監督員の承諾を得なければならない。 

４）本事業は、国庫補助金（交付金）充当事業であり、これ

に伴う事務に協力を行うこと。 

５）積算数量調書の作成は、「営繕積算システムＲＩＢＣ」

（（一財）建築コスト管理システム研究所）の内訳書数量

入力システムにより行う。 

６）学校へのヒアリング、現地状況確認・現地調査を行い、

対策方法について、２案以上の提案を行い、決定について

は、監督員と協議すること。 

 

 

 

 

 

 



※業務フロー 

 学校ヒアリング・現地状況確認 

       ↓ 

      現地調査→対策方法の検討 

               ↓↑工事金額により再査定 

          設計・概算工事費の算出 

               ↓ 

           対策方法の精査・決定 

               ↓↑工事金額により再決定 

            実施設計・積算→照査・確認 

７．手続き書類 

受託者は、業務に着手時に、次の書類を市に提出すること。 

１）着手届 

２）工程表 

３）業務計画書 

受託者は、業務完了時に、次の書類を市に提出すること。 

５）完了届 

６）委託業務成果品引渡書 

８．「契約の内容に適

合しないもの」の補

正 

業務の完了後、設計内容に「契約の内容に適合しないもの」

が発見された時は、市の請求により受託者は速やかに自己の

負担で補正すること。 



設計対象建築物 

 
 

 

結露発生範囲 
 



 
 

 
 


